
地方分権に対応する地方議会の確立を求める意見書

地方自治体の議員と長の双方が民意をそれぞれ代表するという二元代表制の下、

地方分権の進展により、執行機関を監視し政策を提案する地方議会の役割と責任

は格段に増大している。

議会と首長は、互いに選挙により選ばれた住民の代表者として、互いの役割を

尊重しつつ対等で緊張のある関係を保ちながら、共通の目標である住民福祉の向

上及び地域の振興に向けて活動しなければならない。

また、地方分権の推進に伴い役割が拡大する地方議会を充実・強化するため、

地方議会の役割・権限の明確化も急務である。

よって、国においては、分権時代に対応する地方議会を確立するため、下記の

法改正を早急に行うよう強く要望する。

記

１ 首長が議会を招集する現行の仕組みを改め、議長に議会招集権を付与するこ

と。

２ 専決処分が承認されなかった場合、当該専決処分にかかる執行を停止させる

など首長の対応措置を義務づけること。

３ 地方議会議員の職責・職務の範囲を明確にすること。

以上、地方自治法第９９条の規定に基づき、意見書を提出する。
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